
（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会

2020年２月28日（金） 12：30～14：30
東京ビッグサイト 南展示棟2階 会議室Ｂ（南―Ｂ）

「発電利用に供する木質バイオマスの証明の
ためのガイドライン」の運用実態調査

「地域内エコシステム」サポート事業（燃料材サプライチェーン実態調査） 成果報告会
（第５回国際バイオマス展 林野庁事業成果報告セミナー）
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●2012年に「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（FIT
法）」が施行

●「木質バイオマス発電」については、林野庁が2012年に策定した「発電利用に供する木質
バイオマスの証明のためのガイドライン」が適用される。
⇒木質バイオマス発電を行う事業者は伐採段階から連鎖された証明書を根拠書類
として電力会社に売電する
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図 ガイドラインの概要

はじめに－発電用木質バイオマス証明ガイドラインの概要－



ご報告内容

１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み

２．認定団体・認定事業者の規模的把握

３．現地調査の実施

４．講習会の実施

５．調査結果から得られた課題
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１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
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2015年度～林野庁補助事業にて「発電利用に供する木質バイオマスの証明のため
のガイドライン」（以下、「ガイドライン」）に関する調査を実施

～当初の問題意識～
Q：認定団体・認定事業者の規模は？
Q：ガイドラインの運用状況は？
Q：ガイドラインの円滑な運用に向けてすべきことは？

項目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

認定団体と認定事業者の
規模的把握

運用状況
に関する
アンケート

認定団体

認定事業者 ★

現地調査 ３県 10県 ８県 ５県 ７県

マニュアル作成 ★

講習会開催 ２県 11県 19県 20県
（当初は７件予定）

注：現地調査は2018年度より林野庁や資源エネルギー庁と連携して実施しています（例：合同調査）。



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～マニュアルの作成～

JWBA Proprietary

●2015・2016年度に実施した調査を踏まえ、運営マニュアルを作成
●作成したマニュアルは２種類（認定団体向け・認定事業者向け）
●マニュアルは弊協会HPで公開しています

52020/02/28

認定団体向け 認定事業者向け



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～総務省による行政評価・監視の結果～
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総務省による「森林の管理・活用に関する行政評価・監視」（2015年～2017年）

⇒2017年７月４日に報告書が公表

適切な調達価格が適⽤されるよう、チップ加⼯事業者等に対し、伐採および加⼯・

流通段階において必要となる由来の証明書や根拠書類について、改めて周知徹底を
図ること

19発電設備・98納入ルート
（間伐材等由来の木質バイオマス：82ルート 一般木質バイオマス：16ルート）

勧告

⽊質バイオマス発電設備に納⼊する燃料チップ等の加⼯事業者等の中には、
由来に係る証明書類を適切に⼊⼿・作成していない例あり

調査対象

指摘事項



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～総務省による行政評価・監視での指摘①～
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■素材生産事業者等が誤った燃料区分を適用してチップ加工事業者・発電事業者等
に納入していた例（1 発電設備2 納入ルート）

素材生産業者 チップ製造業者

伐採段階 加工・流通段階 発電所

発電事業者

誤った
燃料区分

間伐材等由来の木質バイオマス一般木質バイオマス 間伐材等由来の木質バイオマス

誤った
燃料区分



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～総務省による行政評価・監視での指摘②～
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■チップ加工事業者等が、①必要な証明書と根拠書類を入手しなかった、②必要な
証明書を作成しなかった例（11 発電設備29 納入ルート）

素材生産業者 チップ製造業者

伐採届 売買
契約書

確認書類（例）

保安林
伐採許可書

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

伐採段階 加工・流通段階 発電所

発電事業者

木質バイオマス
証明書

書類の不足



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～総務省による行政評価・監視での指摘③～
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証明書

納入先

認定番号
事業者名

下記の通り証明します。

由来区分：

伐採箇所：

数量：

樹種：
根拠書類と統一させる

■素材生産事業者等による証明書の記載内容が不十分で、証明書と根拠書類に記載す
べき森林の伐採箇所が照合できなかった例（10 発電設備30 納入ルート）

ⅰ）証明書や根拠書類に森林の伐採箇所が未記載であった例
（7 発電設備12 納入ルート）

ⅱ）証明書に森林の伐採箇所の記載が市町村名までであった例
（4 発電設備12 納入ルート）

ⅲ）証明書と根拠書類とで記載された森林の伐採箇所の表記が異なっていた例
（2 発電設備6 納入ルート）

●未記載
●市町村名まで
●林班名？地番名？



１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み
～2019年度の実施内容～
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認定事業者の
規模的把握
＜5,489事業体＞

認定団体を
対象とする調査

（回答は131／142団体）

現地調査
（７箇所）

＜北海道・栃木県・
群馬県・愛知県・三
重県・高知県・宮崎

県＞

講習会
（20箇所（当初予定は７箇所））

＜青森県・山形県・宮城
県・福島県（２か所）・栃木
県・群馬県・神奈川県・新
潟県・石川県・長野県・静
岡県・愛知県・兵庫県・高
知県・福岡県（２か所）・佐
賀県・大分県（２か所）＞

認定団体の
確認と把握
＜142団体＞

ガイドライン運用実態の把握 ガイドラインの周知徹底

ガイドラインの適切な運用へ

注：2019年度は
林野庁と資源エネルギー庁による
現地調査も実施しました。



ご報告内容

１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み

２．認定団体・認定事業者の規模的把握

３．現地調査の実施

４．講習会の実施

５．調査結果から得られた課題
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２．認定団体と認定事業者の規模的把握
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2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

中央森林・林業関係団体 全国森林組合連合会系統

全国木材組合連合会系統 全国素材生産業協同組合系統

その他 認定団体数

（団体数） （事業者数）

●認定団体数に大きな増減はない
●認定団体は全森連系統・全木連系統が全体の約半数を占める
⇒認定団体は許認可や届け出制ではないので、時点ごとの調査が必要（各年調査の前段階でイン
ターネット調査を実施）

●認定事業者数は増加傾向。最も多くの事業者を認定しているのは全木連系統
※全森連系統で認定数が上下しているが、各年の調査回答数に影響する

表 認定団体の属性内訳（2019年度）

図 認定事業者の増減

1.中央森林・林業関係団体 16

2.全国森林組合連合会系統 42

3.全国木材組合連合会系統 49

4.全国素材生産業協同組合連合会系統 13

5.その他地方木材団体 5

6.その他 17

計 142

認定団体数と事業者認定数の変化



２．認定団体と認定事業者の規模的把握～認定団体を対象とする調査～
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事業者の認定状況

注：単位は団体数 ｎ＝130 単数回答

図 認定団体による事業者認定数の規模別分布

（団体数）

●１団体が認定する事業者数は０～354事業体まで幅広い
●平均42.2事業体／団体を認定
●多くの認定団体が１～20社を認定
●全素協系統が最も多い66.2事業体／団体を認定（多数の事業者を認定：秋田県素材生産流通協同
組合・ノースジャパン素材流通協同組合・宮崎県造林素材生産事業協同組合連合会）

表 系統別認定団体による事業者認定数の規模別分布
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合計値 平均値

1.中央森林・林業関係団体 291 18.2

2.全国森林組合連合会系統 1,251 33.8

3.全国木材組合連合会系統 2,658 56.6

4.全国素材生産業協同組合連合会系統 794 66.2

5.その他地方木材団体 119 29.8

6.その他 376 26.9

計 5,489 42.2



２．認定団体と認定事業者の規模的把握～認定団体を対象とする調査～
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フォローアップの状況（実施状況と内容）
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33
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0
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認定した事業者に対し、定期的に情報提供をしている

（例：関連する情報を会報誌等に記載する）

認定した全事業者の責任に対し、定期的に研修を実施

している

認定した事業者から実績報告書を受領・確認し、不明

点があれば確認している

全部または一部の認定事業者を訪問し、巡回指導して

いる

その他

無回答

2015 2016 2017 2018 2019注１：単位は団体数 単数回答
注２：回答数は、2015年が145、2016年が130、2017年が
126、2018年が115、2019年が130

図 フォローアップ活動の実施状況

●フォローアップ活動について、2019年度調査では大幅改善を確認
⇒設問のフォローアップ活動内容の記述を具体化したほか、実績報告書の内容紹介もフォローアップ
活動の一環として集計したことが要因と推察

●研修会の開催も増加傾向（燃料材の調達開始に伴う問題発生や総務省監査が背景にあると推察）

（団体数）

注１：単位は団体数 複数回答
注２：回答総数は、2015年が81（ｎ＝81）、2016年が106（ｎ＝72）、2017年が
109（ｎ＝80）、2018年が112（ｎ＝72）、2019年が217（ｎ＝105）

図 フォローアップ活動の内容

（団体数）
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無回答
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２．認定団体と認定事業者の規模的把握～認定団体を対象とする調査～
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事業者認定の費用請求状況

注１：単位は団体数 単数回答
注２：回答数は、2015年が106、2016年が128、2017年が126、2018
年が115、2019年が130

図 認定費用の請求有無

●基本的には認定（更新）時に認定料金請求を行う体系設定
●認定団体は、「合法木材ガイドライン」や「間伐材チップガイドライン」の認定も同時に
行っており、３つのガイドライン認定を１本化することも多い（特に全森連系統で多く、認定料
金「０円」、認定番号「１つ」ということも）

●認定費用の請求方針や請求内容に大きな経時的変化は確認できない
⇒発電向け需要が今後も増加することが予想される状況下において、取扱数量別の認定料金
設定も必要ではないか

（団体数）

注１：単位は団体数 複数回答
注２：回答数は、2015年が設問なし（ｎ＝69）、2016年が115（ｎ＝
82）、2017年が136（ｎ＝88）、2018年が127（ｎ＝82）、2019年が
141（ｎ＝87）

図 費用負担の求め方
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（団体数）



ご報告内容

１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み

２．認定団体・認定事業者の規模的把握

３．現地調査の実施

４．講習会の実施

５．調査結果から得られた課題
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●森林所有者→素材生産業者→チップ製造業者→発電事業者の流れの中で、①証明書の発行体制や
②証明書の発行状況、③書類の管理状況等、ガイドラインの運用について聞き取り調査を実施
●対象都道府県の①全認定団体、②稼働済み発電所を一つ選択し、認定事業者（伐採段階・加工段
階）、発電所を選択して調査を実施

３．現地調査（聞き取り調査）の実施

分別
管理

分別
管理

認定団体

認
定
事
業
者

素材生産業者 原木市場

製材業者

チップ製造業者

伐採届 売買
契約書

確認書類（例）

保安林
伐採許可書

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

発電事業者
（注）

注：原木やチップを発電用木質バイオマスとして流通・販売させる場合には、発電事業者であっても事業者認定が必要

分別
管理

分別
管理

17JWBA Proprietary

森林経営計
画認定書

2020/02/28



３．現地調査の実施～注意すべき事例～
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ケース１：証明書の発行者は誰か

伐採段階 集荷 チップ加工 商社 発電所

①由来の確認書類の提出

②由来の確認書類の電子化・
システムUP

③原木納品

書類の流れ

物の流れ

④計量伝票＋納品書作成依頼
書の発行＋協議会にも送付

⑩納品書（A~F票）を発行

⑤請求書の発行

⑪納品書（A~F票）を商社に送付

⑫集荷段階に納品書（A~F票）
を送付

⑭C社欄に押印、C・D票を
保管、E・F票を協議会に
送付

⑮E票を月別にまとめ、計量伝票を貼り付け発電所に送付、F票を保管

⑯E票を保管

協議会

⑥（保管のち）原木納品

⑦計量伝票の発行、協議会
にも送付

⑧請求書の発行
＋入出荷の数合わせ
＋結果を協議会に連絡 ⑨チップ化、納品

⑬B社欄に押印、A・B
票を保管、C・D・E・F
票を送付

証明書の発行フローが
多段階・複雑化

証明書の連鎖はシンプルに、物流に即して発行する



３．現地調査の実施～注意すべき事例～
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Aエナジー

間伐等由来
の木質バイ
オマス

一般木質バ
イオマス・
農作物残渣

建設資材廃
棄物

一般廃棄物

チップC組合

D組合

E林業

F社

G運輸

Iサービス

H社

B産業 PKS

チップ

チップ

チップ

チップ

チップ

チップ素材生産業者
（複数社＋Iサービス）

丸太

その他

自社によ
る素材生
産のほか、
素材購入
を含む

原則的に証明書は「納入の都度」交付

ケース２：証明書の発行タイミング

某発電所では、証明書を２段階で受領・
保管している（手前列が納品完了で奥列
は納品中現場の証明書）

月〆による証明書の発行



３．現地調査の実施～注意すべき事例～
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ケース３：交付すべき証明書は何か

・消費量129,000ｔ／
年

うち未利用●ｔ
農作物残渣（PKS）

19,000ｔ
一般木質●ｔ
一廃０ｔ
建廃０ｔ

間伐等由来の
木質バイオマス

農作物残渣

建設資材廃棄
物

一般廃棄物

H林業

J林業 PKS

チップ

原木・チップ

G森林組合

D木材

Eセンター

原木・チップ

原木

Cサービス

一般木質
バイオマス

I林業
チップ

Bバイオ
エナジー

Eセンター
※製材工場等からの集荷も行う

A
バイオマス

発電

Cサービス
原木

K連合
会

森林組合

民間素材生産業者 伐採段階→加工・流通段階では、
①証明書＋②由来の確認書類

の２つで１セット



３．現地調査の実施～注意すべき事例～
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ケース４：取り扱う燃料種区分が多い場合

A発電所

Cテック

※このほかに
間伐材を納入

D商店

F森組

チップ

廃材

間伐等
由来の
木質バ
イオマ
ス

一般
木質バ
イオマ
ス

建設資
材廃棄
物

一般廃
棄物

チップ

丸太（製材用）

チップ（バーク・端材）

チップ

E市
（震災対応）

丸太

チップ

その他
（不明）

その他
（不明）

廃材

廃材

原木市場等

その他
・市場

・他県の森連
等

B木材

チップ（背板・良質系）

製
材
残
材

受け取り時の確認は十分？
分別管理は十分？

証明書へ適切に記載できる？
分別管理は十分？

場内の配置を事務所内の
ボードで常に明示複数の燃料種を扱う場

合、書類や分別管理の
適格性が求められる！
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３．現地調査の実施
～発電用証明ガイドラインを的確に運用する５つのポイント～

分別
管理

分別
管理

認定団体

認
定
事
業
者

注
１

素材生産業者 原木市場

製材業者

チップ製造業者

伐採届 売買
契約書

確認書類（例）

保安林
伐採許可書

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

納品書等の
確認書類

木質バイオマス
証明書

発電事業者

分別
管理

分別
管理

（原則として）証明行為は
①納入の都度、②物流に即して

伐採段階は
２つの書類を必ず交付

いずれの段階でも
書類と丸太（チップ）の的確な管理

加工・流通段階は
証明書類と丸太（チップ）を確認

発電事業者は
調達する燃料
が確実に証明
連鎖している
か配慮



ご報告内容

１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み

２．認定団体・認定事業者の規模的把握

３．現地調査の実施

４．講習会の実施

５．調査結果から得られた課題
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４．講習会の実施
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図－2019年度に講習会を開催した都道府県

●各県の認定団体に協力依頼（例：県木連等）
●複数の認定団体による共催開催もある
●当該都道府県の認定団体・認定事業者・発電事
業者が出席
●事業者認定に係わる指定研修会に位置づける団
体もある
●現地調査の結果を踏まえた今後の対応について
も説明



４．講習会の実施～実績～

JWBA Proprietary 252020/02/28

No. 日にち 都道府県 主催団体 参加人数

１ 2019年５月20日 福島県 協同組合福島県木材流通機構 28名

２ 2019年６月12日 神奈川県 神奈川県森林組合連合会 53名

３ 2019年８月20日 愛知県 愛知県木材チップ協会（全国木材チップ工業連合会） 21名

４ 2019年８月29日 長野県 長野県木材協同組合連合会・長野県森林組合連合会 98名

５ 2019年９月12日 新潟県 新潟県木材組合連合会 57名

６ 2019年９月19日 高知県 協同組合丸和林材 32名

７ 2019年９月26日 兵庫県 兵庫県木材業協同組合連合会 41名

８ 2019年10月２-３日 大分県 大分県木材協同組合連合会・大分県森林組合連合会・大分県造林素材生産事業協同組合
59名
47名

９ 2019年10月15日 大分県 日田郡森林組合 32名

10 2019年10月16日 福岡県 筑豊地区電力向け木質バイオマス利用推進部会 41名

11 2019年10月17日 福岡県 ふくおか木質バイオマス木材安定供給協議会（福岡県） 46名

12 2019年11月13日 山形県 山形県木材産業協同組合 68名

13 2019年11月21日 静岡県 静岡県木材協同組合連合会 49名

14 2019年11月28日 群馬県 群馬県木材組合連合会・群馬県森林組合連合会・群馬県素材生産流通協同組合 75名

15 2019年12月10日 福島県 福島県森林組合連合会 28名

16 2020年１月17日 栃木県 栃木県木材協同組合連合会・栃木県森林組合連合会 118名

17 2020年１月21日 佐賀県 佐賀県木材協会・佐賀県森林組合連合会 32名

18 2020年２月５日 宮城県
宮城県木材協同組合・宮城県森林組合連合会・宮城県森林整備事業協同組合・宮城県木材チッ
プ工業会

85名

19 2020年２月13日 石川県 石川県木材産業振興協会・石川県森林組合連合会 107名

20 2020年３月２-３日 青森県 青森県木材協同組合



ご報告内容

１．調査に係るこれまでの実績と2019年度の取り組み

２．認定団体・認定事業者の規模的把握

３．現地調査の実施

４．講習会の実施

５．調査結果から得られた課題
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５．調査結果から得られた課題
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Q：ガイドラインの円滑な運用に向けてすべきことは？

A：実務レベルで役立つ手引書が必要？
A：継続的な運用状況の把握が必要
A：認定団体・認定事業者双方に対する継続的な情報提供と研修が必要

Q：認定団体・認定事業者の規模は？

A：認定団体は142団体（前年比増減なし）、認定事業者数は5,489事業体（前年比674事業体増 ※）
※認定団体を対象とする調査の回答率の上昇が要因（回収率81.0％→92.3％）

⇒2015年度から継続した調査により、認定団体の数は概ね掌握できているが、認定事業者の数につい
ては、今後も確認活動を継続する必要がある（認定事業者の把握には認定団体による情報開示が頼りでもある）

Q：ガイドラインの運用状況は？

A：認定団体の取り組み状況として、事業者認定や管理体制が必ずしも十分ではない
⇒認定団体としての適格性に課題のある団体が存在するほか、フォローアップ活動が困難な実態も確認

A：認定事業者の取り組み状況として、ガイドラインの誤認識を要因としたミスが散見された
⇒更なる周知徹底が必要とともに、ガイドラインを確実に理解できる手引書が必要？

A：ガイドライン講習会を計20箇所で開催した
⇒講習会は補助事業の枠を超えて対応した
⇒2017・2018年度も当初計画を越える要請があり、ガイドラインの適切な運用に向けた需要は多く、

必要不可欠な取り組みともいえる
A：認定団体から事業者の管理方法・運用状況確認の問い合わせ等、多くの相談が寄せられた

⇒認定団体による取り組みを支援する必要がある



－連絡先－
〒110-0016
東京都台東区台東３－12－5 クラシックビル604

電話 03-5817-8491
FAX 03-5817-8492
Mail mail@jwba.or.jp
URL https://www.jwba.or.jp/


